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2024年度政府予算編成に関する要請書 
 

 日頃より、厚生労働行政の推進にご尽力されている貴職に敬意を表します。 

 いま日本は人口減少や超高齢化に対応するための社会的な変革を迫られています。その困

難に直面する一方、労働者にとっては経済状況や労働の価値に見合った十分な賃金が確保さ

れておらず、日本の活力に大きな影を落としています。もはや、次世代を担う若者たちに

とっては、明るい未来を展望することさえ難しい状況です。 

 こうした中、地域社会において日々、安心して暮らしていくためには、持続可能な社会保

障制度を確立することが何より重要です。2023年度政府予算における社会保障関係費は36兆

2,735億円と過去最大の規模となりましたが、2024年度政府予算においても、引き続き、地

域における医療や保健体制の充実、社会福祉施策の強化、これらに携わる地域公共サービス

労働者の待遇改善など、かつてない高まりを見せる社会保障に対する市民の期待やニーズに

応える必要があります。 

 つきましては、2024年度の政府予算編成にむけて、以下の通り要請します。 

 

記 

 

【介護職場関連】 

（１）日常生活自立支援総合事業における栄養改善指導をはじめとした食にかかわる予算を

充実させること、また、地域包括支援センターに専門調理師等を配置し高齢者の「食べる」

を支える予算を確保すること 

 

（２）介護労働者の離職防止と人材確保のため介護職員処遇改善加算と特定処遇改善加算、

介護職員等ベースアップ等支援加算を継続するとともに、更なる処遇改善を進めること。ま

た確実に給与に反映させるべく事業者に対し指導を強化するとともに請求手続きのさらなる



簡素化に努めること 

 

（３）入管法の改正に伴い、海外から多くの介護を担う労働者を受け入れる予定であるが、

同一労働同一賃金の原則に従い、安心安全な労働環境を整えること、同時に今後の感染症等

の蔓延に備えていくとともに、２０４０年問題を見据えて、国内の次世代の介護の担い手を

養成すべく国として早急に、施策を講じること 

 

【病院関係】 

（４）感染症指定病院をはじめ、全ての医療従事者の労働安全衛生を確保するよう助言する

こと。 

 

（５）感染症の疑いなども含めて対応している医療従事者が、安全・安心に業務が行えるよ

う、現場実態に即した防護服の確保など、必要物品の確保に向けた予算措置を行うこと。 

 

【保健所関連】 

（６）感染症の感染拡大時の検体搬送体制強化にむけ、体制維持に向けた人員確保と専用車

両購入や車両整備に対する予算を確保すること。 

 

【学校給食関連】 

（７）ノロウイルスを含む様々な感染症による食中毒から児童生徒を守るためにも、国が示

す衛生管理基準に沿った、業務運営が行える施設の新築・増改築について、全国の自治体へ

の周知徹底をはかり、改善を促すこと。また、食材の洗浄や手洗い後の消毒等に効果があり、

ノロウイルスを不活化させる次亜塩素酸ナトリウム溶液を生成する機器の購入・設置費用に

ついても国の予算補助が活用できるような制度を検討すること。 

 

【学校用務員関連】 

（８）学校教育法施行規則第65条の「学校用務員が学校の環境整備その他の用務に従事する」

に基づき、学校用務員が環境整備を行うにあたり労働安全衛生法上の研修受講が必要な機材

を使用することが多いことから、関係省庁に対し学校用務員の安全衛生管理要綱を策定する

よう促すこと。 

  以上 


